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マイカー通勤手当の非課税限度額の引上げ 

 
 

所得税法施行令の一部改正により、自動車などの交通用具を使用している給与所得者に支給す

る通勤手当の非課税限度額が引き上げられました。この改正は、平成２６年１０月２０日に施行さ

れましたが、平成２６年４月１日以後に受けるべき通勤手当に遡及適用されるため、改正後の非

課税規定を適用した場合に過納となる税額は年末調整で精算することになります。 

 

≪自動車や自転車などの交通用具を使用している人に支給する通勤手当の非課税限度額≫ 

 

区分 

非課税限度額 

改正後（平成２６年４月

１日以後適用） 

 

改正前 

通勤距離が片道５５キロメートル以上である場合 ３１，６００円  

２４，５００円 通勤距離が片道４５キロメートル以上５５キロメートル

未満である場合 

 

２８，０００円 

通勤距離が片道３５キロメートル以上４５キロメートル

未満である場合 

 

２４，４００円 

 

２０，９００円 

通勤距離が片道２５キロメートル以上３５キロメートル

未満である場合 

 

１８，７００円 

 

１６，１００円 

通勤距離が片道１５キロメートル以上２５キロメートル

未満である場合 

 

１２，９００円 

 

１１，３００円 

通勤距離が片道１０キロメートル以上１５キロメートル

未満である場合 

 

７，１００円 

 

６，５００円 

通勤距離が片道２キロメートル以上１０キロメートル

未満である場合 

 

４，２００円 

 

４，１００円 

通勤距離が片道２キロメートル未満である場合 全額課税 同左 

 

改正後の非課税限度額が適用されるのは、「４月１日以後に受けるべき通勤手当」であり、 

①平成２６年３月３１日以前に支払われた通勤手当 

②平成２６年３月３１日以前に支払われるべき通勤手当で４月１日以後に支払われたもの 

③①又は②の差額として追加支給されるものには適用されないこと     に留意してください。 

また、通勤手当の支給限度額を所得税法上の非課税限度額に合わせている会社では、今回の

引上を踏まえて支給規定を遡及して改訂し、４月１日以後に受けるべき通勤手当について、差額

を追加支給することが考えられます。 

この場合、追加支給分についても改正後の非課税限度額が適用されることになります。 


